
大阪府と西日本電信電話株式会社とのスマートシティの推進に関する協定書 

 

 

大阪府（以下「甲」という。）と西日本電信電話株式会社（以下「乙」という。）は、

大阪のスマートシティの推進に向けた取組（以下「本取組」という。）を相互に連携・

協力して進めるため、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲と乙が相互に連携及び協力を行い、本取組を通じて、府民の生活

の質（QoL）の向上を図ることを目的とする。 

 

（協議・協力事項） 

第２条 甲乙協議の上、前条の目的を達成するため、次の事項について連携し協力する。 

（１）都市 DX の推進に関すること 

（２）行政 DX の推進に関すること 

（３）データ利活用に関すること 

（４）その他大阪のスマートシティの推進に関すること 

２ 実施時期、実施方法その他具体的な事項については、甲乙協議の上、別途定めるも

のとする。 

 

（協定の変更） 

第３条 甲又は乙のいずれかが、本協定の内容の変更を申し出たときは、その都度協議

の上、必要な変更を行うものとする。 

 

（秘密保持義務） 

第４条 甲及び乙は、本取組に関連して相手方から開示され、又は知り得た情報につい

て、相手方の事前の承諾を得ることなく、第三者に開示及び提供してはならない。 

 

（期間） 

第５条 本協定の有効期間は、締結日より１年間とする。なお、期間満了日の１か月前

までに、甲又は乙のいずれかが書面をもって協定終了の意思表示をしないときは、満

了日の翌日から１年間継続するものとし、その後も同様とする。 

２ 甲又は乙のいずれかが本協定の解約を申し出る場合、解約予定日の１か月前までに

書面によって相手方に通知することにより、本協定を解約できるものとする。 

 

 



（協定終了時の措置） 

第６条 前条に基づき本協定を終了したときは、甲及び乙は、相手方から開示された文

書、資料等を遅滞なく相手方に返却し、又は相手方の指示に従い処分するものとする。 

２ 本協定が終了した場合であっても、第４及び本条の規定は、本契約終了後１年間、

有効に存続するものとする。 

 

（確認事項） 

第７条 甲及び乙は、本協定により、甲乙間で何等かの取引を開始することを確約する

ものではない。 

２ 甲及び乙は、本協定に関して公表を行う場合には、その内容、時期及び方法等につ

いて合意したうえで、これを行うものとする。 

 

（疑義等の決定） 

第８条 本協定に定めのない事項又は本協定に定める事項に関し疑義等が生じたとき

は、甲乙誠意をもって協議し、これを取り決めるものとする。 

 

以上、本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ記名押印

の上、各自１通を保有するものとする。 

 

令和３年 12 月 14 日 

 

甲：大阪府大阪市住之江区南港北 1丁目 14 番 16 号 

         大阪府 ＣＩＯ兼スマートシティ戦略部長 

坪田 知巳 

 

乙：大阪府大阪市都島区東野田町 4丁目 15 番 82 号 

西日本電信電話株式会社 関西支店 

執行役員 関西支店長 小川 成子 


